
令和８年度佐賀県医師国民健康保険組合事業計画（案） 

 
１．平均被保険者数 

区 分 人 数 （参考）令和７年度  

医師組合員 ４３６名  ４５８名  

 

医師組合員の家族 ６４３名  ６６５名  

従業員組合員 ２１５名  ２２５名  

従業員組合員の家族 ２６名  ２８名  

合  計 １，３２０名  １，３７６名  

後期高齢者組合員 ５９名  ５６名  

 

２．保 険 料 

 医師組合員    （均等割・月額）      13,000  円 

 （所得割・月額）    前々年の課税所得額より 300 万円を控除した額 

3/1,000 額（100 円未満切捨）とする。 

但し、3/1,000 額が月額 40,000 円をこえることはで

きない。 

医師組合員の世帯に属する被保険者           （均等割・月額）   8,500  円 

但し、医師の資格を持つ者は医師組合員と同額とする 

（均等割・月額）13,000  円＋（所得割・月額） 

  従業員組合員                     （均等割・月額）   9,500  円 

従業員組合員の世帯に属する被保険者         （均等割・月額）   8,500  円 

 介護分保険料(組合員・組合員の世帯に属する被保険者) （均等割・月額）   5,200  円 

 後期高齢者支援金保険料(組合員・組合員の世帯に属する被保険者)（均等割・月額）4,500  円 

 子ども・子育て支援金保険料（18 歳に達する日以後の最初の３月 31日の翌日以後である 

 組合員または組合員の世帯に属する被保険者）     （均等割・月額）   600  円 

 後期高齢者組合員保険料               （均等割・月額）  2,000  円 

※ただし、未就学児世帯支援補助費12,000円を保険料に充当するため未就学児の保険料は１人１ヵ月

7,500円とする。 

※産前産後期間相当分（産前１ヶ月出産月を含む産後３ヶ月分：多胎出産の場合は出産月の３ヶ月前

から６ヶ月相当分）を免除する。 

 

３．保 険 給 付 

（１）給付割合 

医師組合員並びに従業員組合員及びその世帯に属する被保険者 

        入院  ７  割            入院外  ７  割 

 



但し、前期高齢者（７０歳から７５歳未満）   

        一定以上所得者  入院  ７  割    入院外  ７  割 

        一般所得者    入院  ８  割    入院外  ８  割 

（２）高額療養費 

国民健康保険法第５７条の２の規定通り支給。 

     詳細は参考資料１を参照。 

 

（３）出産育児一時金の支給 

被保険者 １件 ４８８，０００円とする。 

但し、産科医療補償制度に加入する医療機関等で出産した場合は、１２，０００円を

加算する。 

 

（４）葬祭費の支給       

医師組合員     １００，０００  円とする。 

      その他          ５０，０００  円とする。 

 

（５）傷病手当金の支給 

    医師組合員が、疾病または負傷により業務に従事することができなかったときは就業不

能と認められた日から起算して１５日目より３６５日間を限度として日額５,０００円の

傷病手当金を支給する。 

    発病後、傷病手当金を受給することなく死亡した場合は、傷病見舞金として日額の３０

日分を支給する。なお、傷病手当金の支給期間が３０日未満で死亡の場合にはその差額を

支給する。 

    ３６５日間の給付期間を満了後、３年を経過した場合は、再支給する。 
  
４．保 健 事 業   

（１）４０歳以上の被保険者に対する特定健康診査・特定保健指導を実施する。 

（２）健康管理事業として医師組合員、医師組合員の配偶者、医師組合員の世帯に属する４０

歳以上の被保険者（家族）、従業員組合員及び後期高齢者組合員に対し血液検査を実施

する。併せて、４０歳以上の特定健康診査対象者については、問診、計測（身長・体重・

BMI・腹囲）、診察、血圧、検尿を追加健診項目として実施する（追加健診項目について

は、各組合員の協力を得て無償で実施頂く）。検査機関は佐賀県健康づくり財団、唐津東

松浦医師会医療センターで実施する。 

（３）医師組合員及び医師組合員の配偶者が総合的健康診断のために受ける精密検査（人間ド

ック）に対しその費用の１／２を助成する。但し、限度額を２０，０００円。（１年度１

人１回に限る）検査機関は、佐賀県健康づくり財団、唐津東松浦医師会医療センター、

武雄杵島地区医師会検診センターで実施する。 

（４）７５歳以上の後期高齢者組合員が死亡された場合に死亡見舞金１０万円を支給する。 

（５）保険者インセンティブへの適切な対応を行う。 


